
金融審議会第二部会の資料公表にあたって

　近年、情報・通信技術の高度化、経済の自由化・国際化、人口の高齢化等、

我が国の金融を巡る環境は大きく変化してきている。また、金融機関等の不良

債権問題、金融システム不安といった事態は、これまでの金融制度のあり方に

大幅な見直しを迫っており、我が国経済が 21 世紀においてもその活力を維持・

向上させていくためには、金融システムの抜本的な改革が不可欠であると考え

られている。

　金融審議会は、「２１世紀を見据え、安心で活力ある金融システムの構築に向

けて、金融制度及び証券取引制度の改善に関する事項について、審議を求める」

という大蔵大臣諮問に基づき審議を開始し、昨年１２月、こうした問題を全体

像・個別像の両面から検討するための２つの部会を設置した。金融審議会・第

二部会（以下、第二部会）は、「安心で活力ある金融システムの構築」を実現す

るため、現在を出発点に、21 世紀の金融システムに向けての問題解決の積み上

げと環境整備を行うことを課題とするものである。

　第二部会では、昨年末以来、その本体での８回に及ぶ議論の積み重ねと並行

して、①保険相互会社の株式会社化、②預金保険制度、③個人信用情報の保護・

利用、をそれぞれ専門的に扱う３つのワーキング・グループ（③については、

産業構造審議会、割賦販売審議会と合同の作業部会）を設け、論点の整理・検

討を進めている。各ワーキング・グループの課題は、事柄の性質や対象範囲、

要検討項目等区々であり、検討の進捗は必ずしも一様ではないが、金融審議会

の発足から一年が近づき、当部会の活動状況を世に知って頂くことの意義は小

さくないと考えられることから、今般、審議状況の一部を整理・公表すること

とした。

(1) 保険相互会社の株式会社化

　平成 10 年 12 月の第二部会第一回会合において、保険相互会社の株式会社化

に関する実務的・法律的な論点を検討するための作業部会の設置が提案・了承

され、翌平成 11 年１月、「保険相互会社の株式会社化に関するワーキング・グ

ループ」（座長：山下友信東京大学法学部教授）が発足した。

　同ワーキング・グループでは、その後６月初旬まで、社員権補償のあり方、

組織変更剰余金額に係る問題、組織変更時の資本増強に係る問題等の諸論点に

ついて、計９回の精力的な議論が行われ、この間、部会においても２回にわた

りワーキング・グループの検討状況について中間的な報告を求め、本テーマに



ついて審議を行った。ワーキング・グループの最終的な検討結果は、平成１１

年６月に部会に報告され、部会での慎重な審議を経て、「保険相互会社の株式会

社化に関するレポート」として取りまとめられたところであり、公表して広く

意見を募るものである。

(2) 預金保険制度

　第二部会では、預金全額保護という特例措置の終了（ペイオフ実施）を前提

としつつ、それに向けた基礎的・実務的検討を進めてきており、本年１月には、

預金保険制度に関するワーキング・グループ（座長：神田秀樹東京大学法学部

教授）を設置した。

　同ワーキング・グループは、本年３月に特別保険料率の据置を提案した他、

①預金保険制度の在り方についての基本的考え方、②保険金支払い方式、③一

般資金援助方式、④破綻金融機関の継承先が見つからない場合やシステミック

リスクが予想される場合、⑤付保対象、⑥保険金支払い限度額、⑦預金保険料、

⑧預金者に自己責任を問いうるための環境整備、等の問題につき、論点の絞り

込みと意見の整理を行っている。こうした論点・意見は、未だ十分に集約され

る段階にはないが、審議の公開と問題意識の共有の観点から部会にも報告され

ており、今般、「預金保険制度に関する論点・意見の中間的な整理」として部会

名で公表することとした。
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